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平成28年熊本県熊本地方を震源とする地震に対する 

「広域・大規模災害時における指定都市市長会行動計画」等について 
 

 

指定都市市長会（会長：林 文子 横浜市長）は、平成 28 年熊本県熊本地方を震源と

する地震に対する「広域・大規模災害時における指定都市市長会行動計画」を初めて適

用し、現地支援本部を熊本市役所に設置しました。 

既に被災地への物資供給を始めていますが、今後、現地支援本部において、被災地に

おける支援需要等を把握し、さらなる支援を進めていきます。 

また、横浜市としても行動計画等に基づき、被災地への支援を開始しました。 

 

 

１ 現地支援本部について 

・設 置 日：平成２８年４月１７日（日） 

・設置場所：熊本市役所４階 

※９時に熊本県庁新館 10 階に設置しましたが、14 時に熊本市役所４階に移転しました。 

・構成都市：広島市、岡山市、北九州市、福岡市 

（参考）中央連絡本部：本部長 指定都市市長会会長（横浜市長） 

※中央連絡本部は指定都市市長会事務局（東京都千代田区日比谷公園市政会館）に設置しております。 

 

 

２ 被災地への物資供給 

支援物資については、上記の行動計画に基づき、被災地に近い都市から、被災地の

ニーズに応じて順次、発送を開始しました。現時点では、広島市、岡山市、京都市、

横浜市等で発送を開始しています。 

今後、現地ニーズを勘案して、協力する都市を拡大してまいります。 

（支援物資）毛布、粉ミルク、紙おむつ、生理用品、ごみ袋、アルファ米、水、 

哺乳瓶など 

 

 

３ 指定都市市長会の支援対象 

全国知事会との協議により、指定都市市長会は、当面、熊本市への支援を重点的に

行います。 
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４ 横浜市の被災地支援の対応状況（４月 19 日（火）９時現在） 

（１）物的支援 

   水缶（36 万缶）、食料（31 万５千食：パン３万８千食、ビスケット 27 万７千食）、 

   トイレパック（40 万個）、給水袋（１万ケース） 

 

（２）人的支援（職員の派遣は 23 名） 

  ア 廃棄物処理検討のため技術職１名、事務職１名 

派遣期間：４月 18 日（月）から４月 19 日（火）まで 

  イ 被災者の健康相談等のため保健師２名、事務職１名 

     派遣期間：４月 18 日（月）から 

  ウ 被災地への物資輸送のため危機管理室職員４名、消防職員５名 

     派遣期間：４月 17 日（日）から 

  エ 被災地への給水袋輸送及び水道復旧支援調査のため技術職３名、事務職１名 

     派遣期間：４月 17 日（日）から 

    オ 被災地の下水道管きょの被害状況調査のため技術職５名 

派遣期間：４月 19 日（火）から 

  カ その他 

    ・神奈川県が DMAT 派遣（横浜市内の医療機関から４チーム） 

     派遣期間：４月 17 日（日）から 

    ・横浜市立みなと赤十字病院が日本赤十字社からの要請を受け救護班派遣 

（医師２名、看護師３名、その他５名） 

     派遣期間：４月 18 日（月）から 

 

（３）その他 

   市民の皆様から募金を実施するため、18 日（月）から市庁舎、各区役所及び行政

サービスコーナーに募金箱を設置しました。また、振込の専用口座については開設

準備中です。 

 

 

 


